
第２期えびの市まち・ひと・しごと創生総合戦略

令和２年度アクションプラン



1. 基本目標１　　「多様な働き方が実現できる　ふるさとづくり」　

【施策①】新規就農者・後継者の確保・育成
Ｐ3

【施策②】農林畜産業 経営向上の支援
Ｐ3-5

【施策③】企業立地の推進
Ｐ6

【施策④】新規創業支援
Ｐ7

【施策⑤】地場産業育成支援                            　　　　　　
Ｐ7-8

【施策⑥】企業との人材マッチング                       　　　　　　 
Ｐ9-10

2. 基本目標２　　「人が集い　選ばれる　ふるさとづくり」

【施策①】シティセールス・シティプロモーションの推進
Ｐ11-12

【施策②】観光資源の活用と観光振興 
Ｐ13-14

【施策③】多様な地域の資源を活用したツーリズムの推進　
Ｐ14-15

【施策④】えびの版DMOを核とする魅力ある観光地づくり　
Ｐ15

【施策⑤】移住・定住の推進
Ｐ16-17

【　目　次　】

■施策方針１－１
基幹産業である農林畜産業を維持・発展させる

■施策方針１－２
南九州の真ん中という地の利を生かした企業誘致を進める
■施策方針１－３
創業を含めた地場産業支援を行う

■施策方針１－４
人材マッチング等を通し、多様な人材の就業機会を支援する

■施策方針２－１
地域資源を再認識の上、様々な方法による情報発信を行う
■施策方針２－２
観光振興や農家民泊・スポーツ合宿等を通じた交流人口増加を図る

■施策方針２－３
ＵＩＪターン支援等による移住・定住の促進を図る
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3. 基本目標３　　「希望をもって生涯設計できる　ふるさとづくり」

【施策①】出会いや結婚に対する支援   
Ｐ18

【施策②】妊娠・出産・育児の負担軽減  
Ｐ19-20

【施策③】安心して子育てできる環境の充実
Ｐ20-21

【施策④】男女共同参画の推進   
Ｐ22

【施策⑤】教育環境の充実
Ｐ23-24

4. 基本目標４　　「いつまでも　住み続けたい　ふるさとづくり」

【施策①】生活環境の整備
Ｐ25-27

【施策②】地域コミュニティ等の強化
Ｐ28

【施策③】健康長寿社会の実現 
Ｐ29-31

【施策④】防災力の向上
Ｐ32

【施策⑤】広域連携の推進
Ｐ33

■施策方針４－２
地域コミュニティ等を強化し、地域の絆を深める

■施策方針３－１
出会いの場を提供し、縁活・婚活を推進する

■施策方針４－１
生活環境整備を通じ、住みよいまちづくりを進める

■施策方針４－４
防災力を高め、安心安全な住みよいまちづくりを進める
■施策方針４－５
他地域との広域連携を推進する

■施策方針３－２
子育てしやすい環境づくりを推進する

■施策方針３－３
質の高い教育を行い、郷土を担う人材を育成する

■施策方針４－３
高齢者等の生きがいづくりを行い、住み続けたいまちづくりを進める
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R2年度
国・県支出金・

市債 財源

9,000 9,000
農業次世代人
材投資事業費
国庫補助金

2,400 - -

16,000 - -

4,000 - -

968 - -

11,832 - -

6,000 - -

5,000 - -

新規就農者（農業後継者含む）確
保・育成事業

施策 主な事業 個別事業

■農業継承推進事業
高齢農家と移住就農者等をマッチングし、定住を促進
するもの

農業継承事業

　【基本的方向】　地域資源や地の利を生かした産業振興や企業誘致を行い、安定した雇用と働き方を創出する

■新規就農者定住促進事業
就農初期段階の経営を支援し定住を促進するもの

■農業次世代人材投資事業
就農初期段階の初期投資を緩和するもの

目標値

■農業後継者規模拡大支援事業
意欲のある農業後継者の機械導入等に対し、支援す
るもの

【施策①】

新規就農者・後継者の
確保・育成

事業費（千円）

担い手対策推進事業
■スマート農業推進事業
ロボット技術やICTなどを活用した超省力・高品質生産
を実現する新たな農業を支援するもの

■意欲のある畜産担い手支援対策事業
畜産経営の安定化を図るための畜舎建設等を支援す
るもの

意欲ある担い手支援事業

■林業活性化事業
地域おこし協力隊制度を活用して林業研修生を受け
入れるもの

1. 基本目標１　　「多様な働き方が実現できる　ふるさとづくり」

■施策方針１－１　基幹産業である農林畜産業を維持・発展させる

林業活性化事業

【施策②】

農林畜産業 経営向上
の支援

■新規就農者新技術導入事業
新技術や新規作物の導入など、リスクを負い新規就
農するものを支援するもの

新規就農者数
25人（R2～6）

総農家数
2,000戸（R6）

新規林業就労者数
（地域おこし協力隊制
度によるもの）
5人（R2～6）

農林畜産業粗生産額
258億円（R6）

6次化総合化事業計
画の認定件数
5件（R2～6）

道の駅えびの年間売
上額
8.0億円（R6)
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303 - -

4,935 1,867

農業用ハウス
強靭化緊急対
策事業費県補
助金

- - -

300 - -

7,500 - -

1,440 - -

68,600 - -

1,250 - -

2,490 - -

8,100 - -

2,060 - -

農産物PR事業

農産園芸振興対策事業

■活動火山周辺地域防災営農対策事業
被覆資材の更新や洗浄機の導入を支援するもの

■果樹産地生産拡大事業
果樹の産地強化を図るために苗購入や生産者組織の
育成を支援するもの

■園芸産地強化対策事業
野菜の産地強化を図るために苗購入や生産資材導
入を支援するもの

■肉用牛肥育経営安定支援対策事業
乳用種を主体とする肥育経営体の経営安定に資する
ため、肉用牛肥育経営安定交付金制度の生産者掛
金の一部を支援するもの

■集落営農活動支援事業
集落営農の組織化、法人化等を支援するもの

■低コスト農業確立対策機械導入事業
集落営農組織（法人）の農業用機械導入を支援する
もの

集落営農活動支援事業

■農畜産物銘柄確立対策事業
えびの産の「安全・安心な農畜産物」を大消費圏でＰＲ
するもの

■種雄牛作出基礎雌牛確保奨励事業
県指定牛になり得る雌子牛を繁殖牛として確保するも
の

■優良牛保留報償金
郡品評会において優等賞、壱等賞となった優良牛を
市内繁殖農家が導入又は保留することを支援するも
の

■貸付家畜購入事業
市が購入した優良牛を農家に貸し付けるもの

■地域内一貫体制肉用牛振興対策事業
優良な市内産肥育素牛の導入に対して支援するもの

肉用牛振興対策事業

【施策②】

農林畜産業 経営向上
の支援

農林畜産業粗生産額
258億円（R6）

6次化総合化事業計
画の認定件数
5件（R2～6）

道の駅えびの年間売
上額
8.0億円（R6)
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2,550 - -

2,500 - -

1,200 - -

6,190 - -

6,000 - -

164,618 10,867

■６次産業化支援事業
６次産業化のための機械導入や施設整備等を支援す
るもの

■スマート農業推進事業【再掲】
ロボット技術やICTなどを活用した超省力・高品質生産
を実現する新たな農業を支援するもの

■えびの産ハーブ牛流通拡大支援事業
えびの産ハーブ牛の一元出荷支援による安定したふ
るさと納税額の確保とハーブ牛生産者の経営安定に
資するもの

施策方針１－１　計　(施策方針１－１内における重複分を除く）

道の駅運営事業

■道の駅運営事業
道の駅としての機能を発揮するとともに、農林業等の
所得増大や就業の確保、市内外の住民との連携・交
流を促進するもの

スマート農業推進事業

６次産業化支援事業

肉用牛振興対策事業

■和牛繁殖基盤改良促進対策事業
市内に繋留されている高齢繁殖牛の更新を進め生産
基盤を強化するもの

【施策②】

農林畜産業 経営向上
の支援

農林畜産業粗生産額
258億円（R6）

6次化総合化事業計
画の認定件数
5件（R2～6）

道の駅えびの年間売
上額
8.0億円（R6)
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■施策方針１－２　南九州の真ん中という地の利を生かした企業誘致を進める

R2年度
国・県支出金・

市債 財源

9,348 - -

26,454 - -

710,699 556,000
産業団地整備
事業債

746,501 556,000

■企業立地促進助成事業
指定企業の投資及び従業員新規雇用等を支援する
もの

施策

施策方針１－２　計

目標値

■企業立地対策事業
企業の新規立地及び市内企業の新・増設を図るもの

主な事業

産業用地等確保事業

事業費（千円）
個別事業

企業立地推進事業

立地企業支援事業

【施策③】

企業立地の推進

■産業団地整備事業
令和元年度から整備に着手している湯田・西郷地区
における産業団地を完成させるため、各種工事等を実
施するもの

立地企業による新規
雇用者数
300人（R2～6）

企業立地件数
15件　（R2～6）
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R2年度
国・県支出金・

市債 財源

550 - -

900 - -

432 - -

15,171 7,116
地方創生推進
交付金

15,171 7,116
地方創生推進
交付金

- - -

個別事業

■創業支援利子補給補助事業
創業時の負担を軽減するために利子補給を行うもの

■若者定住促進奨学金返還補助事業
大学等を卒業後に市内で就職した者や市内で起業し
た者の奨学金返還に対して補助するもの

■施策方針１－３　創業を含めた地場産業支援を行う

施策

創業支援機関連携・ワンストップ
化事業

事業承継支援事業

■事業承継支援事業
えびの市起業支援センターがワンストップ窓口となり関
係機関等と連携し、事業承継に係る相談等に対し支
援を行うもの

事業費（千円）

【施策④】

新規創業支援

【施策⑤】

地場産業育成支援

主な事業 目標値

創業環境整備・支援事業
■起業家誘致育成支援事業
インキュベーション施設を拠点として、えびの市起業支
援センターが運営主体となり、インキュベーションマ
ネージャーを核として起業家の育成から創業まで一貫
したｻﾎﾟｰﾄを実施し、市内において新たな事業創出と
本市商工業の振興に寄与するもの

■創業支援事業
えびの市商工会が認定連携創業支援事業者となり、
市や市内金融機関と連携して、創業希望者の相談に
対しワンストップ窓口の設置や創業セミナー等を実施
し、市内での創業しやすい環境を整えるとともに、関係
機関が連携して創業までの支援を行うもの

■起業家誘致育成支援事業【再掲】
インキュベーション施設を拠点として、えびの市起業支
援センターが運営主体となり、インキュベーションマ
ネージャーを核として起業家の育成から創業まで一貫
したｻﾎﾟｰﾄを実施し、市内において新たな事業創出と
本市商工業の振興に寄与するもの

空き施設情報提供事業

創業数
15件（R6）

空き施設利用件数
15件（R2～6）

事業承継　個別相談
件数
20件（R2～6）

中小企業融資利用件
数
30件（R6）

ブランド認証数
15件（R2～6）
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1,833 - -

2,160 - -

10,000 - -

1,750 - -

294 - -

33,090 7,116

■物産振興推進事業
物産品のＰＲや販路開拓のために都市部で物産フェア
を開催するとともに、同時期に都市圏で本市の農産物
を使用した食材フェアを開催し、本市の安全安心な農
産物のＰＲと販路の拡大につなげるもの

施策方針１－３　計　(施策方針１－３内における重複分を除く）

■中小企業融資利子補給補助事業
融資利用者の負担軽減のために利子補給を行うもの

小規模事業者支援事業 ■小規模事業者持続化支援事業
市内商工業者の活性化を図るため、店舗等の改修、
改築や設備等の改修・購入、販路拡大に要する経費
の一部を補助するもの

【施策⑤】

地場産業育成支援

経営安定化支援事業

販路開拓支援事業

■信用保証協会保証料補助事業
融資利用者の負担軽減のために保証料補助を行うも
の

■特産品ブランド認証事業
本市の優良な特産品の確立を図るため、ブランド認証
制度を導入し、優良特産品を市外へＰＲし、併せて新
たな特産品の開発につなげるもの

事業承継　個別相談
件数
20件（R2～6）

中小企業融資利用件
数
30件（R6）

ブランド認証数
15件（R2～6）
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R2年度
国・県支出金・

市債 財源

1,000 - -

720 - -

2,000 - -

2,260 - -

1,000 - -

1,452 - -

- - -

- - -

■介護福祉士就職支度金支給事業
市内の介護施設等に就職する介護福祉士を支援す
るために支度金を支給するもの

■保育士就職支度金支給事業
市内の保育所等に就職する保育士を支援するために
支度金を支給するもの

主な事業

専門職（介護・看護・保育等）確
保支援事業

■就職説明会等支援事業
宮崎県や西諸の２市1町や関係機関と連携し、就職
説明会やジュニアワークフェアを開催するもの

■保育士人材確保推進事業
保育士の人材確保に向け、奨学金の返還に対し補助
金を支給するとともに、更にこの取組みを県内外の保
育士養成施設に対して、市内保育所等が連携して行
うＰＲ活動等に補助するもの

個別事業

■市内中学生による職場体験
将来の就職先として市内企業も選択肢となるよう教育
機関と連携して、職場体験活動を実施するもの

就職説明会等支援事業

目標値
事業費（千円）

■施策方針１－４　人材マッチング等を通し、多様な人材の就業機会を支援する

【施策⑥】

企業との人材マッチング

■介護人材確保推進事業
市内の介護施設等に就職した介護福祉士の奨学金
返済を支援するもの

■看護師人材確保推進事業
市内の医療機関等に就職した看護師の奨学金返済
及び市内医療機関に勤務する小林西高等学校衛生
看護科の生徒に対し交通費を支援するもの

■看護師就職支度金支給事業
市内の医療機関等に就職する看護師を支援するため
に支度金を支給するもの

企業訪問・体験支援事業

施策

専門職就職者数
保育士40人
（R2～6）
介護福祉士30人
（R2～6）
看護師40人
（R2～6）

就職説明会等参加者
数
30人（R6）

市内高校新卒者の就
職人数
10人（R6）

マッチング数
20人（R6）
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473 - -

2,513 - -

2,000 - -

432 - -

2,513 - -

13,850 0

958,059 573,983

企業人材確保支援事業

■若者定住促進奨学金返還補助事業【再掲】
大学等を卒業後に市内で就職した者や市内で起業し
た者の奨学金返還に対して補助するもの

施策方針１－４　計　(施策方針１－４内における重複分を除く）

■地方版ハローワーク事業
　求人企業と求職者とのマッチングを図り、企業の人
材確保を図り、企業経営の安定化を図るもの

■中小企業職場環境改善支援事業
　市内企業の従業員の職場環境改善及び遠距離通
勤者の通勤費支援を実施し就労につなげ、企業経営
の安定化を図るもの

ふるさとハローワーク事業

■地方版ハローワーク事業【再掲】
　求人企業と求職者とのマッチングを図り、企業の人
材確保を図り、企業経営の安定化を図るもの

基本目標１　合計　（基本目標１内における重複分を除く）

【施策⑥】

企業との人材マッチング

■企業ガイドブック作成事業
　市内企業の情報を市内中学校、高校等へ冊子で配
付し、市内企業の理解促進により市内企業への就労
へつなげるもの

専門職就職者数
保育士40人
（R2～6）
介護福祉士30人
（R2～6）
看護師40人
（R2～6）

就職説明会等参加者
数
30人（R6）

市内高校新卒者の就
職人数
10人（R6）

マッチング数
20人（R6）
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R2年度
国・県支出金・

市債 財源

- - -

2,500 - -

5,758 - -

9,182 - -

701,585 - -

6,619 - -プロモーション活動事業

■シティプロモーション活動事業
各種観光パンフレットの作成を進めるとともに、テレビや
雑誌など各メディアや旅行会社に対して、積極的に情
報発信を行うもの

【基本的方向】えびのの魅力を積極的に発信し、交流人口の増加や移住促進を図る

目標値
事業費（千円）

ふるさと納税推進事業

施策方針２－１　地域資源を再認識の上、様々な方法による情報発信を行う

施策

■市制50周年事業
市制50周年記念式典や50周年を契機に創設するク
ラウドファンディング活用促進補助事業を実施するもの

個別事業

■心のふるさと寄附金推進事業
心のふるさと寄附金のＰＲ、寄附受付、返礼品の発送
等を行うもの

2. 基本目標２　　「人が集い　選ばれる　ふるさとづくり」

主な事業

■情報発信強化事業
職員の情報発信への意識醸成のための研修の実施、
各所属に広報担当職員を配置するもの

【施策①】

シティセールス・シティプ
ロモーションの推進

■地方創生人材支援事業
専門的な知識を有する民間事業者との連携を図り、
地方創生に関する市の事業効果を高めるもの

情報発信強化事業

■聖火リレー事業
令和2年4月27日にえびの市を通過する聖火リレーを
運営するもの

シティセールス推進事業

市のHPの年間アクセ
ス数
300,000件（R6）

Facebookページのファ
ン数
2,700件（R6）

報道機関への取材依
頼件数
120件（R6）

ふるさと税寄附件数/
金額
27,000件/4.5億円
（R6）

えびの市観光入込客
数
170万人（R6）
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- - -

725,644 0

イメージ戦略展開事業

■イメージ戦略構築事業【R2新規】
国内の対象者ごとの販促戦略の策定に向けて、観光
情報の一元化やターゲットの需要を踏まえた情報発信
強化策について検討するもの

施策方針２－１　計

【施策①】

シティセールス・シティプ
ロモーションの推進

市のHPの年間アクセ
ス数
300,000件（R6）

Facebookページのファ
ン数
2,700件（R6）

報道機関への取材依
頼件数
120件（R6）

ふるさと税寄附件数/
金額
27,000件/4.5億円
（R6）

えびの市観光入込客
数
170万人（R6）
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R2年度
国・県支出金・

市債 財源

2,449 1,224
自然公園等総
合整備事業費
県補助金

99,709 46,118

国立公園利用
拠点滞在環境
等上質化事業
助成金

45 - -

- - -

237 - -

1,000 - -

4,545 - -

5,269 3,512
公衆無線ＬＡＮ
環境整備事業
費国庫補助金

地域資源を活用したコンテンツづく
り事業

■観光活性化補助事業【R2新規分を含む】
特色あるまちづくりや観光交流人口の拡大による地域
の活性化を推進する市内団体が自主的に行う取組に
対し支援するもの

多言語対応充実事業
■公衆無線ＬＡＮ環境整備事業
避難促進施設に指定されている観光施設での公衆無
線ＬＡＮ環境の整備を行うもの

地域資源の発掘・磨き上げ・受入
環境整備事業

文化財等活用事業

■八幡丘公園再整備事業
八幡丘公園再整備基本構想に関する住民説明会を
開催し、市民の意見を踏まえた実施設計、令和４年度
以降の整備につなげるもの

■京町温泉夏祭実行委員会補助事業
京町温泉夏祭の運営を支援するもの

事業費（千円）

■白鳥温泉再整備事業【R2新規】
白鳥温泉施設の整備方針や運営のあり方を検討する
もの

施策方針２－２　観光振興や農家民泊・スポーツ合宿等を通じた交流人口増加を図る

施策 目標値主な事業

■国立公園利用拠点滞在環境等上質化事業【R2新規】
足湯の駅えびの高原を観光拠点施設へ機能強化し、
インバウンド機能の向上も図り、長期体験滞在の環境
を促進に向けて改修するもの

■文化財看板作製事業
木崎原古戦場跡等文化財の説明看板を整備するも
の

【施策②】

観光資源の活用と観光
振興

■キャンプ村浴場改修事業（国立公園満喫プロジェクト）
えびの高原キャンプ村の浴場を改修するための実施
設計を行うもの

個別事業

特定地域への観光入
込客数（えびの高原・
京町温泉・白鳥温泉）
81万人（R6)

道の駅来場者数
77万人（R6）
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253 - -

52,945 3,331

スポーツランド
みやざきづくり
整備事業費県
補助金

185,859 181,362

防衛施設周辺
民生安定施設
整備事業費国
庫補助金
社会資本整備
総合交付金
運動公園整備
事業債

13,830 - -

924 - -

3,288 - -

6,274 - -

5,225 - -

多言語対応充実事業

アウトドアシティ推進事業

■モンベルフレンドエリア登録事業
アウトドアというキーワードで、えびの市に来てもらうツー
ルとして、モンベルおすすめのフィールド「フレンドエリ
ア」登録を行うもの

スポーツツーリズム推進事業

■えびの京町温泉マラソン大会実行委員会補助事業
えびの京町温泉マラソン大会の運営を支援するもの

■スポーツ観光推進協議会補助事業
スポーツ合宿等の誘致活動を行うスポーツ観光推進
協議会を支援するもの

■体育施設管理事業
老朽化した施設の改修やスポーツ備品の整備を行う
もの

体育施設整備事業

■永山運動公園整備事業
既存部分及び拡張部分の整備を行うもの

■多言語音声翻訳機導入事業【R2新規】
観光施設における訪日外国人の受入体制を強化し案
内業務に係る国際化対応を図るもの

■アウトドアシティ推進事業
アウトドアビジターセンターを観光拠点と位置づけ、周
辺市町との広域連携による野外活動拠点やアウトドア
情報発信拠点、登山用品類販売所として、多くの方が
野外活動に触れる拠点とするもの

【施策②】

観光資源の活用と観光
振興

■相撲合宿補助事業
大相撲合宿の誘致活動を行う相撲合宿実行委員会
を支援するもの

【施策③】

多様な地域の資源を活
用したツーリズムの推進

特定地域への観光入
込客数（えびの高原・
京町温泉・白鳥温泉）
81万人（R6)

道の駅来場者数
77万人（R6）

スポーツ合宿受入者
数
2,500人（R6）

体育施設利用者数
202,000人（R6）

サイクリングイベント実
施回数
2回（R6）

体験型メニュー数
5件（R6）

北きりしま体験ツアー
参加者数
2,000人（R6）
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3,575 - -

2,000 - -

1,206 - -

- - -

388,633 235,547

■サイクリングプロモーション事業
サイクリングルートに特化した情報発信を図るもの

自転車によるまちづくり推進事業

■北きりしま魅力創造事業
北きりしま田舎物語推進協議会の農家民泊誘致活動
等を支援するもの

えびの版DMO形成推進事業

■えびの版ＤＭＯ形成事業【R2新規】
観光誘客に関連する食、文化、農林業、商工業など
全産業総参加の新たな観光推進組織であるえびの版
ＤＭＯを模索し、準備組織を構築するもの

【施策④】

えびの版DMOを核とす
る魅力ある観光地づくり

施策方針２－２　計

北きりしま魅力創造事業

■自転車公式ルート制作事業
統一されたデザインの自転車公式ルートマップをベー
スに、ルート情報、協力店の情報、地域の魅力を発信
するもの

【施策③】

多様な地域の資源を活
用したツーリズムの推進

スポーツ合宿受入者
数
2,500人（R6）

体育施設利用者数
202,000人（R6）

サイクリングイベント実
施回数
2回（R6）

体験型メニュー数
5件（R6）

北きりしま体験ツアー
参加者数
2,000人（R6）

えびの版DMO組織数
1組織
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R2年度
国・県支出金・

市債 財源

1,200 600
移住等促進支
援事業費県補
助金

120 - -

700 - -

100 - -

6,259 - -

4,853 500
移住等促進支
援事業費県補
助金

432 - -

6,000 - -

2,400 - -

3,000 2,250
移住支援事業
費県補助金

■移住支援金事業
宮崎県外から市内に移住し、就業又は起業したなどに
支援金を交付するもの

移住・定住推進事業

【施策⑤】

移住・定住の推進

■移住者住宅取得支援事業
移住者が市内に住宅を取得した場合に支援金を交付
するもの

■飯野高等学校生徒下宿等費用助成事業
全国枠導入に伴い、自宅から通学できない生徒の下
宿代や家賃の一部を補助するもの

■Ｕターン住宅改修等定住促進支援金事業
Ｕターン者の住宅改修等を支援するもの

■若者定住促進奨学金返還補助事業【再掲】
大学等を卒業後に市内で就職した者や市内で起業し
た者の奨学金返還に対して補助するもの

目標値
事業費（千円）

個別事業

■お試し滞在助成事業
移住を目的に住居や仕事等を探すための滞在を支援
するもの

■移住・定住支援センター運営事業
ＵＩＪターンを推進するためにワンストップ相談窓口を開
設するもの

■空き家バンク活動補助事業
空き家バンク登録物件の改修等を支援するもの

■新婚世帯家賃助成事業
市内の民間賃貸住宅に居住する新婚世帯の家賃を
助成するもの

施策方針２－３　ＵＩＪターン支援等による移住・定住の促進を図る

施策 主な事業

■空き家賃貸借契約支援事業
空き家バンク登録物件の賃貸借契約について支援す
るもの

移住希望者の相談件
数
1,000件（R2～6）

空き家バンク新規登
録物件数
125件（R2～6）

地域おこし協力隊員
数
10人（R2～6）

市の制度活用による
移住世帯数
150世帯（Ｒ2～6）
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102 68
移住等促進支
援事業費県補
助金

133 88
移住等促進支
援事業費県補
助金

6,000 - -

11,832 - -

4,963 - -

9,247 - -

51,341 3,506

1,165,618 239,053

■西諸合同移住相談会事業※R2は高原町が窓口
西諸2市1町が連携した移住相談会を開催するもの

移住・定住推進事業

【施策⑤】

移住・定住の推進

住宅取得等支援事業

地域おこし協力隊活用事業

■定住促進サイト事業
空き家バンクに登録している物件情報等についてイン
ターネット等を通じて紹介するもの

■林業活性化事業【再掲】
地域おこし協力隊制度を活用して林業研修生を受け
入れるもの

■移住者住宅取得支援事業【再掲】
移住者が市内に住宅を取得した場合に支援金を交付
するもの

基本目標２　合計　（基本目標２内における重複分を除く）

■地域おこし協力隊事業
地域おこし協力隊制度を活用して地域活性化支援を
進めるとともに協力隊の起業を促進するもの

■えびの高原活性化事業【R2新規】
地域おこし協力隊制度を活用して足湯の駅えびの高
原ＧＭ業務を行いながら観光活性化策を進めるととも
に起業を促進するもの

空き家活用推進事業

施策方針２－３　計（施策方針２－３内における重複分を除く）

移住希望者の相談件
数
1,000件（R2～6）

空き家バンク新規登
録物件数
125件（R2～6）

地域おこし協力隊員
数
10人（R2～6）

市の制度活用による
移住世帯数
150世帯（Ｒ2～6）
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　【基本的方向】出会い、結婚、妊娠、出産、子育てのライフステージに応じた切れ目のない支援を行う

R2年度
国・県支出金・

市債 財源

200 - -

- - -

6,259 - -

6,459 0

■出会い応援イベント事業※R2は小林市が窓口
西諸2市1町が連携した出会い創出イベントを開催す
るもの

施策方針３－１　計

3. 基本目標３　　「希望をもって生涯設計できる　ふるさとづくり」

【施策①】

出会いや結婚に対する
支援

■出会い創出支援補助事業
独身男女の出会いを創出するイベント等を支援するも
の

施策方針３－１　出会いの場を提供し、縁活・婚活を推進する

目標値
事業費（千円）

施策

■新婚世帯家賃助成事業【再掲】
市内の民間賃貸住宅に居住する新婚世帯の家賃を
助成するもの

出会い創出支援事業

新婚世帯支援事業

主な事業 個別事業

男女の出会いの場創
出支援回数
3回（R6）

結婚サポートセンター
登録者数
15人（R6）

新規新婚世帯家賃助
成利用件数
145件（R2～6）
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R2年度
国・県支出金・

市債 財源

1,000 - -

400 - -

15,676 675
母子保健衛生
費国庫補助金

5,502 - -

1,493 660
未熟児養育医
療費等国庫及
び県負担金

42,736 - -

3,253 1,487
母子保健衛生
費国庫補助金

6,000 - -

施策方針３－２　子育てしやすい環境づくりを推進する

施策

予防接種事業

個別事業

不妊治療支援事業

■乳幼児健康診査事業
医師・歯科医師による乳幼児の健康診査及び保健
師・栄養士・母子保健推進員による健康相談等を行う
もの

妊産婦支援事業
■妊産婦支援事業
安心して出産を迎えられる環境を整えるため、市外で
出産する方に対し、妊産婦支援金を助成するもの

主な事業

母子健康包括支援事業

■不育症治療費助成事業
不育症治療に対して助成するもの

妊婦・乳幼児・育児等健康診査
事業

■妊婦健康診査事業
妊婦の健康管理の充実を図るために健康診査を行う
とともに受診費用を全額助成するもの（※不妊治療費
助成事業は別掲）

■母子健康包括支援事業
母子保健や育児に関する総合的な相談支援を行うも
の

目標値

■こどもの予防接種事業
医療機関と契約して１３種類のワクチンの予防接種を
自己負担なしで実施するもの

事業費（千円）

【施策②】

妊娠・出産・育児の負
担軽減

■不妊治療費助成事業
不妊治療（男性不妊治療含む）に対して助成するもの

■育児等健康支援事業
子どもの健やかな成長・発達や育児不安の軽減のた
めの支援を行うとともに、医療を必要とする未熟児に
対して入院治療費の助成を行うもの

3か月児健康診査受
診率
97.0％（R6）

1歳6か月児健康診査
受診率
97.0％（R6）

3歳児健康診査受診
率
93.0％（R6）

第3子以降保育料及
び副食費無料化の多
子世帯児童数
160人（R6）
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60,404 11,917
乳幼児医療費
県補助金

5,400 2,703
ひとり親家庭医
療費県補助金

12,240 - -

5,718 - -

525 240

子ども・子育て
支援交付金、
宮崎県子ども・
子育て支援交
付金

2,071 - -

1,000 - -

1,452 - -

2,000 - -

2,260 - -

保育料及び副食費無料化事業

乳児家庭支援事業
■乳児家庭全戸訪問事業
生後４か月を迎えるまでの乳児のいる家庭を訪問して
子育てに関する情報提供や相談等を行うもの

子どもの貧困対策事業

■看護師人材確保推進事業【再掲】
市内の医療機関等に就職した看護師の奨学金返済
及び市内医療機関に勤務する小林西高等学校衛生
看護科の生徒に対し交通費を支援するもの

■病後児保育事業
病気の回復期にある集団保育が困難な子どもを保育
するもの

■子ども医療費助成事業
中学校卒業まで保険対象分の医療費について助成す
るもの

■第３子以降保育料無料化事業
第３子以降の児童について保育料を無料とするもの

医療費助成事業
■ひとり親家庭医療費助成事業
ひとり親家庭に対して医療費の一部を助成するもの

■保育士人材確保推進事業【再掲】
保育士の人材確保に向け、奨学金の返還に対し補助
金を支給するとともに、更にこの取組みを県内外の保
育士養成施設に対して、市内保育所等が連携して行
うＰＲ活動等に補助するもの

■保育士就職支度金支給事業【再掲】
市内の保育所等に就職する保育士を支援するために
支度金を支給するもの

専門職（看護・保育等）確保支
援事業（再掲）

■看護師就職支度金支給事業【再掲】
市内の医療機関等に就職する看護師を支援するため
に支度金を支給するもの

病後児保育事業

■子どもの貧困対策推進事業
世代を超えて貧困が連鎖しないよう子どもの貧困対策
を推進するもの

【施策③】

安心して子育てできる
環境の充実

【施策②】

妊娠・出産・育児の負
担軽減

3か月児健康診査受
診率
97.0％（R6）

1歳6か月児健康診査
受診率
97.0％（R6）

3歳児健康診査受診
率
93.0％（R6）

第3子以降保育料及
び副食費無料化の多
子世帯児童数
160人（R6）

待機児童数（保育所
等）
0人（R6）

待機児童数（放課後
児童クラブ）
0人（R6）

専門職就職者数（再
掲）
保育士40人
（R2～6）
看護師40人
（R2～6）
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101,134 99,530

保育所等整備
交付金・保育所
施設整備事業
債

1,299 704

子ども・子育て
支援交付金、
宮崎県子ども・
子育て支援交
付金

8,539 5,434

子ども・子育て
支援交付金、
宮崎県子ども・
子育て支援交
付金

58,903 20,830

子ども・子育て
支援交付金、
宮崎県子ども・
子育て支援交
付金

8,268 5,022

子ども・子育て
支援交付金、
宮崎県子ども・
子育て支援交
付金

31,032 14,962

子ども・子育て
支援交付金、
宮崎県子ども・
子育て支援交
付金

■ファミリー・サポート・センター事業
保護者の急用時に子どもを預かるなど、地域で子育て
家庭を支援するもの

■地域子育て支援拠点事業
子育て家庭の交流を深める取組や育児についての相
談など、地域の子育て家庭に対する育児支援を行うも
の

■一時預かり事業
一時的な保育及び緊急時の保育が必要な場合に就
学前の子どもを預かるもの

■放課後児童クラブ運営事業
保護者が就労などにより家庭にいない小学生を対象と
して授業終了後や土曜日等に放課後児童クラブを利
用できるようにするもの

教育・保育施設整備事業
■保育所施設整備事業
安心・安全な保育の環境を整えるために保育所の施
設整備に要する経費の一部を補助するもの

子育て支援事業

■延長保育事業
延長保育により保護者の育児と仕事の両立を支援す
るもの

【施策③】

安心して子育てできる
環境の充実

待機児童数（保育所
等）
0人（R6）

待機児童数（放課後
児童クラブ）
0人（R6）

専門職就職者数（再
掲）
保育士40人
（R2～6）
看護師40人
（R2～6）
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1,020 - -

379,325 164,164施策方針３－２　計

■男女共同参画行政事業
第3次男女共同参画基本計画に基づき、男女共同参
画社会形成に向けた事業の推進を図るため、各種講
座・研修会等の開催により市民啓発を図るもの

男女共同参画推進事業

【施策④】

男女共同参画の推進

社会全体で男女が平
等になっていると感じ
る市民の割合
30.0％（R6）

固定的性別役割分担
意識（「男は仕事、女
は家庭」という考え）に
とらわれない市民の割
合
60.0％（R6）

男女共同参画が推進
されていると思う市民
の割合
40.0％（R6）

えびの市男女共同参
画推進条例を知って
いる人の割合
80.0％（R6）
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R2年度
国・県支出金・

市債 財源

72,982 - -

105,528 95,800

・ＩＣＴ教育環境
整備事業債
・公立学校情報
通信ネットワー
ク環境施設整
備費補助金
・校内通信ネッ
トワーク整備事
業債

72,334 42,247

・学校施設環境
改善交付金
・真幸小校舎外
壁等改修事業
債

17,913 - -

24,204 23,288

・特定防衛施設
周辺整備調整
交付金
・飯野中ﾌﾟｰﾙ改
修事業債

408 - -

■ＩＣＴ教育環境整備事業
ＩＣＴ教育環境を整備するもの

施策

施策方針３－３　質の高い教育を行い、郷土を担う人材を育成する

事業費（千円）

少人数学級編制事業

ICT教育環境整備事業

幼保小連携・接続推進事業

主な事業 個別事業

■特定防衛施設周辺整備調整交付金事業
飯野中学校のプール改修を行うもの

■中学校施設維持補修事業
安全・安心な学校教育環境を整えるために中学校の
施設設備維持補修等を行うもの

■小学校施設維持補修事業
安全・安心な学校教育環境を整えるために小学校の
施設設備維持補修等を行うもの

学校施設整備事業

目標値

■幼保小連携・接続推進事業
幼稚園・保育園の幼児が小学校への教育へ滑らかに
移行することができるように幼児・児童の交流活動等
を推進するもの

■30人学級事業
市内小中学校の全学年で３０人学級編制を行い、少
人数指導による一人一人を大切にした教育に取り組
むもの（※ＩＣＴ教育環境整備事業は別掲）

【施策⑤】

教育環境の充実

学校が楽しいと感じる
子どもの割合
（小学校/中学校）
100％ / 100％
（R6）

老朽校舎改修率
75.0％（R6）

プール改修率
100％（R6）

洋式トイレ整備率
（小中学校）
69.9％（R6）

児童生徒用情報端末
整備率
1人/台（R6）
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16,928 - -

1,930 - -

15,564 - -

348 - -

20,071 2,090
地方創生推
進交付金

2,400 - -

760 - -

351,370 163,425

737,154 327,589

■特別支援教育支援員配置事業
特別の支援を必要とする障がいのある児童・生徒の生
活面の支援を行い、教育の充実を図るもの

飯野高等学校支援事業
■飯野高等学校生徒下宿等費用助成事業【再掲】
全国枠導入に伴い、自宅から通学できない生徒の下
宿代や家賃の一部を補助するもの

■中国長春市短期留学事業
飯野高校生等を中国長春市へ短期留学生として派
遣し、ホームステイや異文化交流を体験するもの

小中高一貫教育推進事業

■飯野高等学校支援事業
市内唯一の県立高等学校である飯野高等学校の存
続を図るために支援を行うもの

基本目標３　合計　

施策方針３－３　計

郷土愛育成事業

■小中一貫教育推進事業
学力向上と地域に貢献する人材の育成を目指して取
り組む一貫教育を推進するもの
（※幼保小連携・接続推進事業は別掲）

■青少年体験活動事業
青少年の健全育成を図るために多様な体験活動等を
行うもの

特別支援教育支援員配置事業

【施策⑤】

教育環境の充実

国際交流・体験事業

適応指導教室事業

■適応指導教室事業
不登校の児童・生徒が早期に学校復帰できるように、
教育相談・適応指導・学習指導を行い、不登校の解
消につなげるもの

学校が楽しいと感じる
子どもの割合
（小学校/中学校）
100％ / 100％
（R6）

老朽校舎改修率
75.0％（R6）

プール改修率
100％（R6）

洋式トイレ整備率
（小中学校）
69.9％（R6）

児童生徒用情報端末
整備率
1人/台（R6）
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4. 基本目標４　　「いつまでも　住み続けたい　ふるさとづくり」

【基本的方向】生活環境整備や地域内外の連携を深めることで、安心安全で住みよいまちづくりを進める

R2年度
国・県支出金・

市債 財源

7,056 - -

300 - -

7,391 - -

120 - -

1,083 - -

600 - -

事業費（千円）

交通空白地移動支援事業

目標値

■公共交通利用啓発事業
路線バス利用促進のために、産業文化祭限定で小中
学生等に無料パスを配布するもの

施策 主な事業

■タクシー利用料金助成事業
交通空白地の交通手段を確保するためにタクシー利
用料金の一部を助成するもの

■生活交通路線運行費補助事業
市民の交通手段の確保を図るため、宮崎交通㈱が運
行する京町～小林のバス路線への運行補助を行うも
の

■JR吉都線利用促進協議会事業
沿線市町で構成された協議会により、JR吉都線の利
用促進を図るもの

施策方針４－１　生活環境整備を通じ、住みよいまちづくりを進める

公共交通支援事業

■吉都線観光列車貸切補助事業
観光列車の臨時運行によるツアーを実施する団体等
に補助することにより、JR吉都線への観光列車誘致の
機運醸成や利用者増を図るもの

個別事業

■悠々パス購入費補助事業
路線バス利用促進と交通弱者対策として、宮崎交通
が65歳以上に発行する定期券の購入費の一部を補
助するもの

【施策①】

生活環境の整備

空き家バンク新規登
録物件数（再掲）
125件（R2～６）

専門職就職者数（再
掲）
保育士40人
（R2～6）
介護福祉士30人
（R2～6）
看護師40人
（R2～6）

吉都線の平均乗車人
員（人/日）
480人（R6）

路線バスの乗車人員
（年間）
32,000/年
（R5.10.1～R6.9.30）

生活支援ボランティア
の育成者数
240人（R6）
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133 88
移住等促進支
援事業費県補
助金

10,693 - -

6,711 - -

6,130 3,540

地域支援事業
交付金（総合事
業以外の地域
支援事業）【国
費】、地域支援
事業交付金（総
合事業以外の
地域支援事業）
【県費】

1,000 - -

720 - -

2,000 - -

2,260 - -

1,000 - -

■地域医療支援事業
地域医療を守るため、看護師の人材確保及びえびの
市医師団等を支援するもの（※看護師就職支度金支
給事業・看護師人材確保推進事業は別掲）

■生活支援コーディネーター及び協議体設置事業
生活支援コーディネーターや協議体の設置を通じて互
助を基本とした生活支援等サービスを創出するもの

■介護福祉士就職支度金支給事業【再掲】
市内の介護施設等に就職する介護福祉士を支援す
るために支度金を支給するもの

生活支援体制整備事業

■定住促進サイト事業【再掲】
空き家バンクに登録している物件情報等についてイン
ターネット等を通じて紹介するもの

空き家管理推進事業

地域医療支援事業

■看護師就職支度金支給事業【再掲】
市内の医療機関等に就職する看護師を支援するため
に支度金を支給するもの

専門職（介護・看護・保育等）確
保支援事業（再掲）

■保育士就職支度金支給事業【再掲】
市内の保育所等に就職する保育士を支援するために
支度金を支給するもの

■保育士人材確保推進事業【再掲】
保育士の人材確保に向け、奨学金の返還に対し補助
金を支給するとともに、更にこの取組みを県内外の保
育士養成施設に対して、市内保育所等が連携して行
うＰＲ活動等に補助するもの

■介護人材確保推進事業【再掲】
市内の介護施設等に就職した介護福祉士の奨学金
返済を支援するもの

■地域安全対策事業
地区防犯協会等の支援や防犯灯整備の支援を行うも
の

安心・安全なまちづくり推進事業

【施策①】

生活環境の整備

空き家バンク新規登
録物件数（再掲）
125件（R2～６）

専門職就職者数（再
掲）
保育士40人
（R2～6）
介護福祉士30人
（R2～6）
看護師40人
（R2～6）

吉都線の平均乗車人
員（人/日）
480人（R6）

路線バスの乗車人員
（年間）
32,000/年
（R5.10.1～R6.9.30）

生活支援ボランティア
の育成者数
240人（R6）
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1,452 - -

48,649 3,628

専門職（介護・看護・保育等）確
保支援事業（再掲）

■看護師人材確保推進事業【再掲】
市内の医療機関等に就職した看護師の奨学金返済
及び市内医療機関に勤務する小林西高等学校衛生
看護科の生徒に対し交通費を支援するもの

施策方針４－１　計

【施策①】

生活環境の整備

空き家バンク新規登
録物件数（再掲）
125件（R2～６）

専門職就職者数（再
掲）
保育士40人
（R2～6）
介護福祉士30人
（R2～6）
看護師40人
（R2～6）

吉都線の平均乗車人
員（人/日）
480人（R6）

路線バスの乗車人員
（年間）
32,000/年
（R5.10.1～R6.9.30）

生活支援ボランティア
の育成者数
240人（R6）

27



R2年度
国・県支出金・

市債 財源

8,160 - -

3,921 - -

9,809 - -

9,247 - -

9,950 - -

400 - -

1,900 - -

160 - -

2,534 - -

6,000 - -

52,081 0

目標値

地域運営協議会支援事業

集落支援事業

NPO・市民団体等支援事業

■地域運営協議会事業
地域運営協議会の活動を支援するもの

■地域おこし協力隊事業【再掲】
地域おこし協力隊制度を活用して地域活性化支援を
進めるとともに協力隊の起業を促進するもの

■ぷらいど２１助成事業
市民団体の活動や自治会が主体的に取り組む活動を
支援するもの

■市民活動支援センター事業
市民団体活動支援センターを運営するもの

事業費（千円）

■郷土芸能保存連合会運営補助事業
郷土芸能の保存伝承及び後継者の育成を図る活動
を支援するもの

個別事業

施策方針４－２　地域コミュニティ等を強化し、地域の絆を深める

施策方針４－２　計

■市民提案事業
協働のまちづくりのために市民提案型事業を行うもの

地域おこし協力隊活用事業（再
掲）

郷土芸能保存事業

■コミュニティマネージャー事業
自治会の活動支援を行うコミュニティマネージャーを
配置するもの

■自治会活動支援事業
自治会が実施する活動を支援するもの

市民提案型事業

■郷土芸能発表事業
国民文化祭（市文化祭）において郷土芸能を披露す
るもの

■地域福祉活動事業
地域支え合い事業を支援するもの

地域福祉推進事業

主な事業施策

【施策②】

地域コミュニティ等の強
化

市民活動支援セン
ター活用団体数
20団体（R6）

地域支え合い事業実
施自治会数
64自治会（R6）

地域おこし協力隊員
数（再掲）
10人（R2～6）
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R2年度
国・県支出金・

市債 財源

3,271 1,225

地域支援事業
交付金（介護予
防・日常生活支
援総合事業）
【国費】、地域
支援事業交付
金（介護予防・
日常生活支援
総合事業）【県
費】

729 - -

486 - -

8,496 - -

750 - -

284 - -

466,536 349,902

障害者総合支
援給付費国庫
負担金・県負担
金

14,448 8,848
地域生活支援
事業費国庫・県
補助金

地域活性化活動奨励事業
■地域活性化活動奨励事業
自治会が行う学習会等の奨励事業を支援するもの

高齢者生活支援対策事業

事業費（千円）
主な事業施策 個別事業

■障害者福祉タクシー料金助成事業
タクシー料金の基本料金を助成するもの

福祉サービス事業

■地域生活支援事業
地域の特性や利用者状況に応じた事業を実施して障
害者（児）の福祉の増進を図るとともに地域生活の安
定を図るもの

■障害者住宅改造助成事業
障害者が安心して生活できるように住宅改造費用を
助成するもの

世代間交流体験活動事業

【施策③】

健康長寿社会の実現 ■各種サポーター養成事業
介護予防サポーターや認知症サポーターを養成する
もの

百歳体操実施会場数
66会場（R6）

介護予防サポーター
養成数
481人（R6）

認知症サポーター養
成数
2,407人（R6）

世代間交流体験活動
事業数
130件（R6）

地域活性化活動奨励
事業
70件（R6）

高齢者クラブ数・会員
数
55クラブ/1,850人
（R6）

シルバー人材センター
会員数/就業延べ人
日
230人/21,800人日
（R6）

小菜園づくり事業実施
自治会数
新規2・継続6自治会
（R6）

特定健診受診率
60.0％（R6）

胃がん検診受診率
6.4％（R6）

大腸がん検診受診率
8.6％（R6）

肺がん検診受診率
4.7％（R6）

子宮がん検診受診率
17.0％（R6）

乳がん検診受診率
12.4％（R6）

専門職就職者数（再
掲）
介護福祉士30人
（R2～6）
看護師40人
（R2～6）

■世代間交流体験活動事業
自治会が行う世代間交流体験活動を支援するもの

■福祉タクシー料金助成事業
タクシー料金の基本料金を助成するもの

施策方針４－３　高齢者等の生きがいづくりを行い、住み続けたいまちづくりを進める

各種サポーター養成事業

■障害福祉サービス事業
個々の障害に応じたサービスを提供することで日常生
活及び社会生活を支援するもの

目標値
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3,582 1,159

地域支援事業
交付金（介護予
防・日常生活支
援総合事業）
【国費】、地域
支援事業交付
金（介護予防・
日常生活支援
総合事業）【県
費】

983 - -

3,470 1,915

老人クラブ活動
等社会活動促
進事業費県補
助金

13,089 - -

1,703 - -

96,755 45,225

疾病予防対策
事業費等国庫
補助金ほか

1,000 - -

720 - -

2,000 - -

専門職（介護・看護・保育等）確
保支援事業（再掲）

■生涯学習事業
パソコン講座等の生涯学習講座を開催するもの

■高齢者クラブ活動費補助事業
高齢者クラブの活動を支援するもの

生涯学習推進事業

高齢者生きがいづくり・健康づくり
事業

■介護福祉士就職支度金支給事業【再掲】
市内の介護施設等に就職する介護福祉士を支援す
るために支度金を支給するもの

■介護予防事業（いきいき百歳体操）
いきいき百歳体操を実施する自治会を支援するもの

■シルバー人材センター運営事業
えびの市シルバー人材センターの運営を支援するもの

■保育士就職支度金支給事業【再掲】
市内の保育所等に就職する保育士を支援するために
支度金を支給するもの

各種健（検）診等事業
■各種健（検）診等事業
疾病の予防及び早期発見・早期治療のために健康教
育、健康相談、健康診査、各種がん検診等を行うもの

【施策③】

健康長寿社会の実現

百歳体操実施会場数
66会場（R6）

介護予防サポーター
養成数
481人（R6）

認知症サポーター養
成数
2,407人（R6）

世代間交流体験活動
事業数
130件（R6）

地域活性化活動奨励
事業
70件（R6）

高齢者クラブ数・会員
数
55クラブ/1,850人
（R6）

シルバー人材センター
会員数/就業延べ人
日
230人/21,800人日
（R6）

小菜園づくり事業実施
自治会数
新規2・継続6自治会
（R6）

特定健診受診率
60.0％（R6）

胃がん検診受診率
6.4％（R6）

大腸がん検診受診率
8.6％（R6）

肺がん検診受診率
4.7％（R6）

子宮がん検診受診率
17.0％（R6）

乳がん検診受診率
12.4％（R6）

専門職就職者数（再
掲）
介護福祉士30人
（R2～6）
看護師40人
（R2～6）

■高齢者生きがい対策事業
生涯学習講座や高齢者スポーツ等を通じて高齢者の
生きがいづくりを支援するもの

■介護人材確保推進事業【再掲】
市内の介護施設等に就職した介護福祉士の奨学金
返済を支援するもの
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2,260 - -

1,000 - -

1,452 - -

623,014 408,274

専門職（介護・看護・保育等）確
保支援事業（再掲）

施策方針４－３　計

■看護師就職支度金支給事業【再掲】
市内の医療機関等に就職する看護師を支援するため
に支度金を支給するもの

■保育士人材確保推進事業【再掲】
保育士の人材確保に向け、奨学金の返還に対し補助
金を支給するとともに、更にこの取組みを県内外の保
育士養成施設に対して、市内保育所等が連携して行
うＰＲ活動等に補助するもの

■看護師人材確保推進事業【再掲】
市内の医療機関等に就職した看護師の奨学金返済
及び市内医療機関に勤務する小林西高等学校衛生
看護科の生徒に対し交通費を支援するもの

【施策③】

健康長寿社会の実現

百歳体操実施会場数
66会場（R6）

介護予防サポーター
養成数
481人（R6）

認知症サポーター養
成数
2,407人（R6）

世代間交流体験活動
事業数
130件（R6）

地域活性化活動奨励
事業
70件（R6）

高齢者クラブ数・会員
数
55クラブ/1,850人
（R6）

シルバー人材センター
会員数/就業延べ人
日
230人/21,800人日
（R6）

小菜園づくり事業実施
自治会数
新規2・継続6自治会
（R6）

特定健診受診率
60.0％（R6）

胃がん検診受診率
6.4％（R6）

大腸がん検診受診率
8.6％（R6）

肺がん検診受診率
4.7％（R6）

子宮がん検診受診率
17.0％（R6）

乳がん検診受診率
12.4％（R6）

専門職就職者数（再
掲）
介護福祉士30人
（R2～6）
看護師40人
（R2～6）
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R2年度
国・県支出金・

市債 財源

160 - -

3,200 - -

3,360 0

施策

防災士養成事業

施策方針４－４　計

自主防災組織設立等支援事業

■防災士資格取得助成事業
地域の防災リーダー育成のために防災士資格取得の
ための支援を行うもの

事業費（千円）
目標値主な事業 個別事業

■自主防災組織設立等支援事業【R2新規】
自主防災組織の設立や防災活動などを支援すること
によって、地域防災力の向上を図るもの

施策方針４－４　防災力を高め、安心安全な住みよいまちづくりを進める

防災士資格取得者数
105人（R2～6）

自主防災組織設立件
数
65組織（R2～6）

【施策④】

防災力の向上
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R2年度
国・県支出金・

市債 財源

- - -

- - -

102 68
移住等促進支
援事業費県補
助金

456 - -

916 70

県際連携地域
資源活用強化
事業費県補助
金

2,660 - -

4,134 138

722,806 412,040

R2年度
国・県支出金・

市債

3,537,656 1,552,509

■出会い応援イベント事業【再掲】※R2は小林市が窓口

西諸2市1町が連携した出会い創出イベントを開催す
るもの

■西諸合同移住相談会事業【再掲】※R2は高原町が窓口
西諸2市1町が連携した移住相談会を開催するもの

定住自立圏推進事業

施策方針４－５　計

基本目標４　合計　（基本目標４内における重複分を除く）

■霧島ジオパーク推進事業
霧島ジオパークの推進に伴うもの

■広域連携推進事業
市町境や県境を越えて地域の活性化を図るもの

施策方針４－５　他地域との広域連携を推進する

施策

広域連携事業（霧島ジオパーク、
県際交流等）

主な事業
事業費（千円）

地域医療連携事業

■市町村間連携支援事業
西諸２市１町の連携により社会教育の振興に取り組む
もの

個別事業

定住自立圏推進事業
数
55事業（R6）

【施策⑤】

広域連携の推進

■地域医療連携事業
救急医療体制の確保のために西諸医師会等を支援
するもの

アクションプラン掲載事業　事業費計　（重複分を除く）

目標値
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